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障害者自立支援法違憲訴訟団

平成28年7月15日、国は、「「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部」を立ち上げ、本年2月7日、「「地域共生社会」の実現に向けて（当面の改革工程）」を公表しました。同日、第193回国会に「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律案」として、介護保険法及び、社会福祉法や障害者総合支援法の一括改正法案を上程しています。
3月29日から衆議院厚生労働委員会にて審議され、4月12日同委員会にて強行採決されるという異例の事態に至っています。今後の日本の社会保障の道筋に関わる重要な法案が十分に審議されることなく決められていくことに対して強く抗議せざるを得ません。
　私たち訴訟団は、「助け合い」の美名のもとに国が強引に推進する「我が事・丸ごと」政策に対し大いなる懸念を表明せざるを得ません。この政策を推進することが、障害者の基本的人権行使を支援する福祉法制の実現という、未だ道半ばの目標を否定し、2010年1月7日に国と訴訟団が交わした基本合意の実現に抵触するならば、到底認めることはできません。
一　形を変えた「介護保険統合策」に他ならないこと

　　基本合意では、「介護保険制度との統合を前提とはせず」と確認されています。2016年12月12日に開催された第８回定期協議でも国（厚生労働省）は、その懸念は当たらない旨答弁されました。

　　しかし、介護保険と障害福祉の事業所や資格等を統合し、相談機関等を一つにする中で、両者の垣根を無くすことにより、障害福祉も介護保険を基本とする制度に変更する狙いがあるのではないかとの懸念は払拭できません。障害特性に応じた適切な支援が保障されるのかも心配です。

　　まずは、現行の介護保険優先原則を見直し、「障害のある当事者が社会の対等な一員として安心して暮らすことのできる」（基本合意）法体系の構築、具体的には骨格提言の法制化こそを優先してとりくむべきです。

二　基本合意、骨格提言、障害者権利条約の実現が優先順位です

　　訴訟団や多くの障害者団体が繰り返し指摘してきたとおり、障害者制度においては、基本合意を遵守、実現し、障害者権利条約の国内的実施である骨格提言の国内法化こそが国が為すべき優先事項です。2010年1月の基本合意締結、2011年8月の骨格提言から6年になりますが、基本合意と骨格提言の実現は果たされていません。

　　また、障害（加齢によるそれを含む）のある人もない人も共に暮らす社会、インクルーシブな社会こそが障害者権利条約のめざすべき道です。

基本合意、骨格提言、障害者権利条約の実現が内容とされていない障害者政策は基本合意、骨格提言、権利条約に抵触するものです。まず、それらの実現を優先するべきです。
三　社会保障制度の理念を自助、共助、公助の順とすることは憲法上問題です

　　「我が事・丸ごと」政策のベースは「支え合い」「助け合い」「相互扶助」です。しかし、そもそも社会保障制度とは、国が国民の生存・健康・生活を公的な責任のもと、保障することを目的としています。日本国憲法は２５条において社会保障理念国家を採用しています。もっと、支援・援助・救済を必要とする人の公的保障をこそ、念頭において進められるべきです。国の社会保障制度の基本理念において「自助」「互助」を過度に強調することは、日本国憲法のもとで許されません。

　　この政策は、「助け合い」の美名のもとに、公的責任を後退・曖昧化させ、市民に保障されているはずの社会保障の権利性を否定する方向性を危惧します。とりわけ、障害者権利条約により国際的にも認められてきたはずの障害者の権利を弱体化させるものと言わざるを得ません。

四　「Nothing about us, without us !」＝私たち抜きに私たちのことを決めないで！というテーゼ及び基本合意における国の反省に反すること

　　国は　2010年1月7日、訴訟団との基本合意第二条「障害者自立支援法制定の総括と反省」第2項において、「国（厚生労働省）は、障害者自立支援法を、立法過程において十分な実態調査の実施や、障害者の意見を十分に踏まえることなく、拙速に制度を施行するとともに、応益負担（定率負担）の導入等を行ったことにより、障害者、家族、関係者に対する多大な混乱と生活への悪影響を招き、障害者の人間としての尊厳を深く傷つけたことに対し、原告らをはじめとする障害者及びその家族に心から反省の意を表明するとともに、この反省を踏まえ、今後の施策の立案・実施に当たる」。

第3項において、「新たな総合的福祉制度を制定するに当たって、国（厚生労働省）は、今後推進本部において、上記の反省に立ち、原告団・弁護団提出の本日付要望書を考慮の上、障害者の参画の下に十分な議論を行う 」と確約しています。

　　すなわち、障害者自立支援法導入の際の過ちを心から反省し、その反省のもと、今後の障害者福祉法制については、障害者の意見を十分に踏まえて十分に議論をして進めることを約束したものです。

　　このことは、障害者権利条約推進のテーゼである「Nothing about us, without us !」にも通じる、障害者制度改革推進における極めて重要なプロセス保障です。

　　ところが、この「我が事・丸ごと」政策は、本部長を厚生労働大臣とし、政務三役、事務次官、審議官をはじめ、関係部局の局長、その他、全て厚生労働官僚だけをメンバーとして、立案され、推進されています。

　　政策推進の方法論が唐突で強引です。基本合意に抵触し、障害者権利条約の精神に反するものと言わざるを得ません。
五　　政策の趣旨説明における「自立観」に対する疑問
　平成28年7月15日に示された同政策の「趣旨」において、政策の方向性について、次のように説明されています。　　
	　福祉分野においても、パラダイムを転換し、福祉は与えるもの、与えられるものといったように、「支え手側」と「受け手側」に分かれるのではなく、地域のあらゆる住民が役割を持ち、支え合いながら、自分らしく活躍できる地域コミュニティを育成し、公的な福祉サービスと協働して助け合いながら暮らすことのできる「地域共生社会」を実現する必要がある。


　　ここでテーマとすべきは、憲法を根拠とする公的制度が果たすべき社会保障の役割と方向性のはずです。

　　同日に発表された資料２「地域包括ケアの深化・地域共生社会の実現」では、地域の実践例として、介護保険事業所を母体として障害者就労支援事業を実施することで、高齢者・障害者・子どもが共に支えあい、子どもと関わることで高齢者のリハビリや障害者の自立・自己実現に良い効果を生むとされています。
　　しかし、障害者が働いたり活躍する場所は、子ども・高齢者・障害者を集めた場所である必要はないはずです。障害者の選択する職種は福祉職だけではありません。ここで、「自己実現」に良い効果があるとされている障害者の視点にたった場合、「高齢者や子どもとの助け合いを通した自立」「福祉の支え手になる」という矮小化された「自立」を強要させる違和感があります。障害の有無にかかわらず、人の自立や自己実現は、人それぞれの自由意思で決められるべきものです。
六　日本の障害者予算は国際的に低廉であることを直視すべきであること

　　基本合意では、「障害関係予算の国際水準に見合う額への増額」が訴訟団から問題点として指摘されています。

　　OECD Social Expenditure Database（2015年8月20日時点) で、諸外国の社会保障関係支出を対国内総生産比でみると2013年度比較で、障害者に対する支出については、
　　日本１.０４％、ドイツ３.４１％、スウェーデン４.６７％等 

　であり、日本の障害者予算は国際的にみて各段に低い水準にあります
。
　　財務省財政制度分科会（2016年10月27日開催）で事務局から配布された資料では、「障害保健福祉関係の平成28年予算は、他の社会保障関係費の２倍の伸び率」などとして、障害関係予算がやり玉に挙がっています。
　　しかし、もともとの障害者予算が低すぎたのです。あたかも、障害者予算が増え続けて、日本の障害者政策は十分に予算が確保されているかのごとき論調はその前提に誤りがあります。日本の予算配分率は障害者に対して極めて冷淡であるという事実を直視すべきです。

　　この点、2016年（平成28年）5月11日衆議院厚生労働委員会で塩崎恭久厚生労働大臣は2014年の年末に財務省と議論をした際に強調した点として

「やはり、これまでの日本の障害者の施策は、世界的に見れば、特にOECDの中で見ても、平成12年のときに34カ国中31位、今一番近い統計で平成23年、ですから今から５年前、このときでもまだ34カ国中28位、こういう状況でありますから、これからさらにしっかりとした対応をしていかなければいけないんじゃないか」 「日本が今申し上げたようにOECD諸国の平均より低いという指摘は、もうそのとおり認めないといけないんだろうというふうに思っています」と答弁しています。
　　まず、GDPのうち少なくとも４％程度を障害者予算に充てるべきであり、その実現を先行するべきです。この、障害者予算の低廉を据え置いたまま、このような政策を推進するべきではありません。
七　社会保障における憲法上の国・自治体等の公的責任、国民の権利保障を曖昧にする危険をはらむ「我が事・丸ごと 」政策には根本的に疑問があります。
一度、白紙にした上で、障害当事者の参画のもとに今後の日本の社会保障政策のあり方を考え直すべきです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上　
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